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等価所得と主観的健康感・幸福感、ソーシャル・キャピタル指標の関連
―地域福祉計画評価のための地域診断指標の開発に向けた予備的研究―

長谷中　崇　志　
髙　瀨　慎　二　

Ⅰ．研究の背景と目的
　2015年 9 月17日に厚生労働省の新たな福祉サー
ビスのシステム等のあり方検討プロジェクトチー
ムより発表された「誰もが支えあう地域の構築に
向けた福祉サービスの実現―新たな時代に対応し
た福祉の提供ビジョン―」において、「高齢者、
障害者、児童、生活困窮者といった別なく、地
域に暮らす住民誰もがその人の状況に合った支援
が受けられるという新しい地域包括支援体制を構
築していく」ことが提唱された。具体的には、こ
れからの目指す地域づくりの方向性として、「今
まで以上に、高齢者、障害者、児童、生活困窮者
等、すべての人が世代やその背景を問わずに共に
生き生きと生活を送ることができ、また、自然と
地域の人々が集まる機会が増え、地域のコミュニ
ティが活発に活動できる社会の実現」、「すべての
人が世代や背景を問わず、安心して暮らし続けら
れるまちづくり（全世代・全対象型地域包括支
援）が不可欠」、「地域をフィールドとした新しい
まちづくり」の必要性が強調されている。また、
2000 年の社会福祉法改正により（社会福祉法第
107条、108条）、地域福祉計画という手段を用い
て地域福祉の推進を図っていく仕組みが導入され
た。今日、地域福祉を基軸にして（武川2006；厚
生労働省 2008）、「すべての人が」「安心して暮ら
し続けられる」地域社会の実現に向けた環境整備
を地域福祉計画に基づいて進めていくことが自治
体に求められているのである。つまり、その目標
とされる地域社会を形成するためには、「地域診
断は、地域福祉計画にとってもっとも重要な方
法・技術」（和気2005：131）といわれているよう
に、まず、地域診断（community	diagnosis）を
通して地域の実態を客観的に把握し、地域診断の
結果（エビデンス）に基づいて地域福祉計画の策
定・推進・評価・改善の過程（PDCA サイクル）
を展開していくことが求められ、これまで以上に

地域診断の重要性が高まっているといえる。しか
し、地域福祉分野における先行研究では、たとえ
ば、「福祉コミュニティ」（岡村1974；奥田1993；
瓦井2003）、「自治型地域福祉」（右田 1993；右田
2005）、「ケアリングコミュニティ」（大橋 2014）、

「地域の福祉力」（市川ら2006；平野2008）、「福祉
自治体」「福祉のまち」（岡本・鈴木ほか1998；中島・
矢田2001）など様々な目標とすべき地域社会の概
念が示されているが、①それらの多くは理論的研
究や事例報告にとどまっており、実証研究は少な
い、②それらの目標とされる地域社会を測定する
ための指標は確立されていない（三重野2005；三
重野2010）。また、③地域福祉計画の評価に関す
る実証研究は少なく、その方法論は確立されてい
ない（和気2007）、④地域福祉計画の事前評価（髙
田2003）に位置づけられる地域診断の指標に関す
る実証研究は限られており（冷水2009；李2014；
李2015）、統一された評価指標はみられない。し
かし、エビデンスに基づく政策や実践が重視され
ている社会的背景をふまえると、従来の感覚的・
不十分な根拠に基づく地域福祉推進（牧里2007）
ではなく、「すべての人が安心して暮らし続けら
れるまち（地域）」（福祉コミュニティ、ケアリン
グコミュニティ、福祉自治体など）を測る指標を
開発し、その地域社会の実現に向けたエビデンス
に基づく地域福祉を推進することが必要であり、
地域福祉推進における根拠の科学性を高めていく
ことは重要な課題であるといえる。つまり、「す
べての人が安心して暮らし続けられるまち（地
域）」の実現に向けて、包括的な評価指標に基づ
いて地域の実態を「見える化」し、そのエビデン
スに基づきながら限られた社会資源で効果の最大
化を図る地域福祉の推進が求められており、そ
のためには、地域診断の指標開発は重要な研究
課題の一つである（近藤・JAGES プロジェクト
2014；近藤2014）。	
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　筆者らはこれまでに、地域福祉政策や実践にお
ける根拠の科学性を高め、質の高いエビデンスに
基づく地域福祉の推進を確立するために、地域福
祉計画に関する評価指標の開発を目的とした研究
を進めている。具体的には、地域福祉計画の評価
指標開発に向けた予備的研究として、まずは、国
内外において学際的および政策的に注目されてい
るソーシャル・キャピタル（Putnam	1993）の概
念に着目し、候補となる評価指標の選定のための
基礎的な検証を行った（髙瀨・長谷中2013；長谷中・
髙瀨2014；長谷中・髙瀨2015）。本研究は、その
継続研究である。ソーシャル・キャピタルは、安心・
安全な地域社会の形成や住民の幸福（well-being）
に影響を与える社会的要因の一つとして学際的に
注目され、国内外の研究が相当蓄積されている

（Putnam	2000；近藤2005；Woolcock	2010；稲葉・
大守ら2011；医療科学研究所2014；坪郷2015；稲
葉・吉野2016）。さらには、ソーシャル・キャピ
タルの概念は、国内外において政策的にも重要
視され、それを政策に反映させていく取り組み
が進められており（Office	for	National	Statistics	
2001	;	内閣府2003；厚生労働省2013；厚生労働省
2014：155-156）、さらなる実証研究の蓄積が求め
られている。そのため、ソーシャル・キャピタル
に着目して地域福祉分野への活用を検証するこ
とは学術的にも政策的にも有用であると考えた

（Kawachi	et	al.	2003；埴淵・市田ら2008；埴淵・
村田ら2008；埴淵・近藤ら2010）。特に、「健康と
幸福（Health	and	Happiness）」（Putnam	2000：
326）の領域は、ソーシャル・キャピタル研究に
おいて最も実証が進んでいる領域であるといわれ
るように、①ソーシャル・キャピタルと健康の
関連を示す社会疫学研究（Kawachi	et	al.	2008；
Murayama	et	al.	2012；Aida	et	al.	2013；Iwase	
et	al.	2012；近藤2013；近藤編2016）、②ソーシャ
ル・キャピタルと幸福の関連を示す報告（Frey	
et	al.	2010；Leung	et	al.	2011；古里・佐藤2014；
OECD		2015；小塩2016）が国内外で増えている。
とりわけ、所得格差が人々の健康や幸福に影響を
与えるとする「相対所得仮説」（Wilkinson	1992）
が国内外で注目され、わが国でも所得格差に焦点
を当てて、健康との関係（橋本2006；近藤2007；
Kondo	et	al.	2008；Kondo	et	al.	2009；Ichida	et	

al.	2009；Oshio	et	al.	2009；Aida	et	al.	2011；堤・
井上ら2015）、幸福との関係（Oshio	2010；Oshio	
et	al.	2010；	Oshio	et	al.	2011；Oshio	et	al.	2014；
浜田2014）について実証研究が進められている。
しかし、所得格差と健康、幸福の関係について十
分に解明されておらず、さらなる実証研究の蓄積
が求められている（近藤2016；小塩・浦川2012）。
さらには、①わが国の地域福祉分野では、所得格
差の側面から地域における健康や幸福の実態につ
いて検討した実証研究は限られており、②社会疫
学や幸福度研究の分野においても、所得などの社
会的・経済的要因に着目した健康や幸福に関する
地域診断の方法は確立されていない（芦田・近藤
ら2016；Frey	et	al.	2014）。
　以上の背景を踏まえ、本研究では、地域福祉計
画における多元的な評価（Rossi	et	al.	2004；川
島2007）の中で事前評価に位置づけられる地域診
断に着目し、その指標開発に向けた科学的知見を
得ることを目的に以下の点を明らかにした。具
体的には、A市におけるアンケート調査結果を基
に、所得（等価所得）に焦点を当て、①等価所得
と主観的健康感、主観的幸福感（幸福度）との関
連、②等価所得とソーシャル・キャピタル指標

（信頼、ネットワーク、規範）との関連について
検証した。その際、地域レベルに着目した研究を
蓄積していくことの必要性が先行研究（埴淵・中
谷2013：166-167；中谷・埴淵2013；古里・佐藤
2014）で示されていることを踏まえ、地域レベル

（中学校区）の差異にも着目して検討した。また、
多くの先行研究において、ネットワーク（social	
network）と健康、幸福との関連が報告されてい
ることから（村田2016；岡本2014；内閣府2011）、
地域福祉政策や実践における今後の方向性を探る
ため、③ソーシャル・キャピタル指標における

「ネットワーク」に焦点を当ててそれらとの関連
を検討した。

Ⅱ．方法
（1）調査対象
　本研究で用いるデータは、A 市（人口約29,000
人、約10,000世帯、高齢化率約26.0％、9 小学校区、
3 中学校区［2015年国勢調査］）において実施さ
れた第 2 次地域福祉計画アンケート調査である。
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具体的には、住民基本台帳より無作為抽出された
18歳以上の男女6,000人を対象として（地区別に
抽出人口を算出）、2012年 8 月に市役所を通じた
郵送配布回収調査を行った。回収数は2,316票（回
収率38.6％）であった。本研究では、所得につい
て回答がなされていた 1,665人のデータを分析に
用いた。

（2）調査項目
　等価所得はアンケート調査の結果を元に世帯収
入を世帯人員数の平方根で除して算出した。ま
た、等価所得によって 5 つ（100万未満、100万以
上～ 200万未満、200万以上～ 300万未満、300万
以上～ 400万未満、400万以上）に回答者を分類し、
分析を行った。分析項目として、健康指標では、
幸福度、主観的健康感、精神的疲労・ストレスの
程度、ソーシャル・キャピタル指標では、主な構
成要素とされている「信頼」、「ネットワーク」、「規
範」（Putnam	1993）を用いて、所得（等価所得）
との関連を検討した。幸福度については 11 段階、
主観的健康感については 3 段階、精神的疲労・ス
トレスについては 5 段階で評定を求めた。評定値
が大きいほど、幸福度が高いこと、主観的な健康
度が悪いこと、精神的疲労・ストレスが高いこと
を意味している。「信頼」は、一般的な人に対す
る信頼度を 5 段階、居住地域への信頼度を 3 段階
で評定を求め、どちらも評定値が高いほど信頼度
が高くなることを意味している。「ネットワーク」
については、近隣住民とのつきあいの程度を 5 段
階、配偶者以外の重要なことを相談するような関
係にある人とのつきあいの程度を 7 段階で評定を
求め、両者とも評定が高い方がつきあいの程度も
深くなることを意味している。回答者の参加組織
については、その性質から地縁を主としたつなが
りである垂直型と自主的な参加によるつながりで
ある水平型の 2 種類に大別した。ここでは、垂直
型組織は自治会、老人クラブ、神社やお寺の活動、
消防団・女性防火クラブ、自主防災会、子ども会・
PTA、農業協同組合・漁業協同組合、商工会の 8
種類とし、水平型組織はスポーツ団体、趣味の団
体、文化サークル、ボランティア団体の 4 種類と
定義した。「規範」については、地域の課題への
取り組みの程度について 4 段階で評定を求め、評

定値が高いほど取り組みを頻繁に行っていること
を意味している。結果の分析においては、要因数
に応じて2要因あるいは3要因の分散分析を行い、
多重比較には Holm-Bonferroni の法を用いた。

Ⅲ．結果
（1）対象者の基本属性
　回答者の年齢で 3 つに区分し、年代別の等価所
得の分布について図 1 に示した。年齢が高くなる
につれて等価所得が低い層の割合が多くなってい
た。

（2）等価所得と主観的健康感・幸福感との関連
　等価所得が多い場合には、少ない場合よりも幸
福度が高く（F4,1586=	10.51,	p<	 .01）、健康への不
安が低くなる傾向（F4,1615  =	6.22,	p<	 .01）が認め
られた（図 2）。精神的疲労・ストレスについて
は、等価所得との関係は明確には見られなかっ
た（F4,1620	=	0.81,	n.s.）。また、65歳以上の回答者
は、65 歳未満の回答者よりも幸福度が高く（F1,1586	
=	7.72,	p	<	 .01）、健康への不安が高く（F1,1615	=	
35.65,	p	<	.01）、精神的疲労・ストレスは低くなっ
ていた（F1,1620	=	69.62,	p	<	.01）。これらの項目に
ついて地域差による影響を検討するため、中学校
区別の主観的健康感についても検討した（図 3）
が、本研究においては、中学校区によって大き
な差異は認められなかった（中学校区と幸福感：
F2,1571	=	0.22,	n.s.、中学校区と健康への不安度：
F2,1601	=	0.41,	n.s.、中学校区と精神的疲労・スト
レス：F2,1605	=	1.39,	n.s.）。
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図１　年齢別の等価所得の分布
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（3）等価所得とソーシャル・キャピタルとの関連
1）等価所得と信頼
　等価所得が多い場合には、一般的な人に対する
信頼度が高くなる傾向（F4,1367	=	8.39,	p	<	.01）に
あり、また、居住地域への信頼度も 65歳未満の
回答者（特に等価所得が300万以上400万未満の回

答者）において高くなる傾向（p	<	.05）があった（図
4）。また、65歳以上の回答者は、65歳未満の回
答者よりも、等価所得に関わらず全体的に信頼
度が高くなっていた（一般的な信頼感：F1,1367	=	
8.81,	p	<	 .01、地域への信頼感：F1,1598	=	40.10,	p	
<	.01）。信頼度と健康との関連を検討したところ、
信頼度が高い回答者は健康に対する不安があると
回答する割合が、そうでない回答者に比べて少な
くなっていた（図 5）。

2）等価所得とネットワーク
　等価所得と近隣との付き合いの程度（図 6）に
ついては、ほとんど関連が見られなかった（F4,1585 
=	1.81,	n.s.）が、65歳以上の回答者の方が 65歳未
満の回答者よりも、近隣との付き合いが多くなっ
ていた（F1,1585	=	63.71,	p	<	.01）。
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図₂　年代別の等価所得と幸福度、健康への不安度、精神
的疲労・ストレス
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図₃　中学校区別の等価所得と幸福度、健康への不安度、
精神的疲労・ストレス
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　回答者の組織への参加度およびその種類による
等価所得と主観的健康感の関連（図 7）について
検討したところ、参加度が高い回答者の方が幸福
度が高かったが（F2,7184	=	17.68,	p	<	.01）、健康に
対する不安（図 8）については明確な違いは認め
られなかった（F1,7365	=	0.07,	n.s.）。また、この傾
向は、水平型組織において垂直型組織よりも強く
なっていた（幸福度：F1,7184	=	9.08,	p	<	.01）。

3） 等価所得と規範
　等価所得の違いによる地域の課題への取り組み
の程度の多寡（図 9）について検討したところ、
等価所得が多いほど自治会の人々と共通する地域
の課題に取り組むことが多くなっていた（F4,1599	

=	5.48,	p	<	.01）。また、こうした地域の概念につ
いて年齢別に検討した（図10）ところ、65歳未満、
65歳以上の回答者ともに「A 市」の割合が最も
多くなっていたが、65歳以上では「自治会」と回
答する割合も多くなり、より身近な範囲を「地域」
とみなしていた。
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（4）ソーシャル・キャピタルにおけるネットワー
クと主観的健康感・幸福感との関連

　ソーシャル・キャピタルの構成要素であるネット
ワークに焦点を当て、等価所得と主観的健康感、幸
福度との関連について、性別、婚姻状況（既婚者の
み）、中学校区、世帯状況の4つの観点から検討した。
分析に先立って、近隣住民とのつきあいの程度につ
いては5段階で評定を求めていたものを3段階、相
談相手とのつきあいの程度については7段階で評定
していたものを3段階、水平型組織への参加の有無
については「よく参加」と「たまに参加」を「参加
あり」、「参加していない」を「参加なし」として振
り分け、分析を行った。

1）性別との関連
　近隣とのつきあいの程度と主観的健康感（図
11）との関連を検討したところ、男性よりも女性

（F1,1541	=	6.77,	p	<	.05）、つきあいの程度が高いほ
ど（F2,1541	=	30.37,	p	<	.01）、等価所得が高いほど

（F4,1541	=	14.38,	p	<	.01）幸福度は高くなっていた。
また、健康への不安については、性別については
女性の方が男性よりも健康への不安が低くなる傾
向にあり（F1,1574	=	2.86,	p	<	 .10）、等価所得が低
いと健康への不安が高くなっていた（F4,1574	=	9.23,	
p	<	 .01）が、つきあいの程度との関連は認めら
れなかった（F2,1574	=	1.14,	n.s.）。

　身近な相談相手とのつきあいの程度と主観的健
康感（図12）との関連については、幸福度にお
いては男性よりも女性（F1,1300	=	11.65,	p	<	 .01）、
等価所得が高い方（F4,1300	=	10.87,	p	<	 .01）が幸
福度は高くなっていたが、つきあいの程度との
関連は認められなかった（F2,1300	=	0.07,	n.s.）。一
方、健康への不安については、性差は認められず

（F1,1321	=	6.77,	n.s.）、等価所得が低いとき（F4,1321	

=	5.48,	p	<	.01）、およびつきあいの程度が低いと
き（p	<	 .05）にその他の場合よりも健康への不
安が高くなっていた（F1,1541	=	6.77,	p<	.05）。

　水平型組織への参加の有無と主観的健康感（図
13）との関連を検討したところ、幸福度について
は男性よりも女性（F1,2246	=	30.33,	p	<	.01）、組織
への参加がある場合（F1,2246	=	37.37,	p	<	.01）、等
価所得が高いとき（F4,2246	=	6.89,	p	<	.01）に幸福
度が高くなっていた。健康への不安については、
女性よりも男性（F1,2306	=	15.48,	p	<	.01）、等価所
得が低いとき（F4,2306	=	12.03,	p	<	 .01）に不安度
が高くなっていたが、参加の有無との関連は認め
られなかった（F1,2306	=	2.28,	n.s.）。
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2）婚姻状況との関連
　近隣とのつきあいの程度と主観的健康感（図
14）との関連を検討したところ、つきあいの程度
が高いほど（F2,1186	=	19.78,	p	<	.01）、等価所得が
高いほど（F4,1186	=	11.12,	p	<	.01）幸福度は高かっ
た。健康への不安については、等価所得が低い
ときに不安が高くなっていた（F4,1210	=	9.68,	p	<	
.01）が、つきあいの程度との関連は認められな
かった（F2,1210	=	0.02,	n.s.）。

　身近な相談相手とのつきあいの程度と主観的健
康感（図15）との関連については、幸福度、健康
への不安ともに等価所得との関連が認められた

（幸福度：F4,1013	=	6.02,	p	<	 .01、健康への不安：
F4,1029	=	6.47,	p	<	.01）が、つきあいの程度との関
連は認められなかった（幸福度：F2,1013	=	0.71,	n.s.、
健康への不安：F2,1029	=	0.71,	n.s.）。

　水平型組織への参加の有無と主観的健康感（図
16）との関連を検討したところ、幸福度につい
ては組織への参加がある場合（F1,1823	=	18.87,	p	
<	.01）、等価所得が高いとき（F4,1823	=	10.03,	p	<	
.01）に幸福度が高くなっていた。健康への不安
については、等価所得が低いときに不安度が高く
なっており（F2,1869	=	17.17,	p	<	.01）、等価所得が
300万以上400万未満の回答者において組織への参
加がない場合に参加がある場合よりも健康への不
安度が高くなっていた（p	<	.05）。

3）中学校区との関連
　水平型組織への参加の有無と主観的健康感（図
17）との関連を検討したところ、幸福度、健康へ
の不安の両者とも中学校区との関連については認
められなかった（幸福度：F2,2194	=	0.44,	n.s.、健
康への不安：F2,2254	=	0.44,	n.s.）が、参加がある
場合（F1,2194	=	35.13,	p	<	 .01）および等価所得が
高い場合（F4,2194	=	5.40,	p	<	.01）に幸福度は高く、
参加がない場合（F1,2254	=	19.10,	p	<	.01）、等価所
得が低い場合（F4,2254	=	5.77,	p	<	.01）に健康への
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不安度が高くなっていた。

4）世帯状況との関連
　世帯状況を独居か同居で区分し、主観的健康
感（図18）との関連を検討した。幸福度について
は同居の方が独居よりも高く（F1,1610	=	7.49,	p	<	
.01）、等価所得が高いほど幸福度は高くなってい
た（F4,1610	=	2.83,	p	<	 .05）。健康への不安につい
ては、世帯状況との関連は認められず（F1,1641	=	
1.41,	n.s.）、等価所得が低いときに健康への不安
が高くなっていた（F4,1641	=	3.52,	p	<	.01）。

Ⅳ．考察
　結果をまとめると、等価所得が高いほど全体的
には主観的な健康度が良い傾向にあり、また、ソー
シャル・キャピタルとの関連では信頼度が高くな
ること、地域の課題に対してより積極的に取り組
んでいる傾向があることが明らかになった。同時
に信頼度や地域活動・組織への参加といったソー
シャル・キャピタルと健康との間の関連があるこ
とが示唆された。これらの結果は、先行研究をお
おむね支持するものであった（市田2007；Ichida	

et	al.	2009；Aida	et	al.2011；小塩・浦川2012；相田・
近藤2016）。参加組織の種類別に見ると、自主的
な参加によるつながりである水平型組織におい
て、地縁的なつながりである垂直型組織よりも
幸福度が高くなっていた。ソーシャル・キャピタ
ルの構成要素であるネットワークとの関連を詳細
に見ていくと、全体的には近隣住民や親密な人間
関係にある相談相手、組織への参加、同居するひ
とがいるといった人とのつながりがある場合に主
観的な健康度が良くなる傾向にあることが明らか
になった。ソーシャル・キャピタルにおけるネッ
トワークと健康、幸福との関連について、性別に
よる差がみられること（太田2014；小塩・浦川
2012）、世帯状況による差がみられること（近藤
2013：98）が報告されている。本研究においても、
それらの知見が確認された。また、ネットワーク
の質や種類（水平型組織と垂直型組織）によって
健康や幸福に及ぼす影響の程度が異なることが示
されており（Aida	et	al.	2009；古里・佐藤2014；
岡本2014；村田2016）、研究の蓄積が求められて
いる。ネットワークの種類に関して本研究では、
垂直型組織よりも水平型組織において幸福度が高
い傾向にあること、水平型組織への参加が主観的
な健康度・幸福度に与える影響の大きさは一律で
なく所得によって異なることが示された。このこ
とは、地域診断を行う上で、ネットワークの種類
だけでなく、所得格差にも着目する必要があるこ
とを示唆しているといえる。今回の分析では因果
関係まで言及できないが、今後、それらの影響経
路が解明されれば、住民の主観的な健康度や幸福
度をより効率的・効果的に高められる地域福祉の
政策や実践への活用も期待され、さらに解析を進
めていくことが必要である。
　また、中学校区別に焦点を当て、等価所得と主
観的健康感、幸福感との関連、ネットワークとの
関連について検討したが、今回の分析では、中学
校区による差異は認められなかった。しかし、先
行研究において、地域環境が住民の健康やソー
シャル・キャピタルに影響を与える可能性が示さ
れ、それらの影響を探る実証研究が蓄積されてき
ている（埴淵2016）。さらに、測定する地域単位
の範囲の大きさが調査回答に影響する可能性があ
るため、適切な地理的範囲を選択することの重要
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性が指摘されている（埴淵・中谷2013：166-167）。
今後、最適な地域単位や地域特性の観点から詳し
く検討していく必要がある。
　これらのことから、本研究では等価所得とソー
シャル・キャピタル、主観的健康感の 3 者の間に
何らかの関連があることが明らかになった。一方、
相互の因果関係については今後詳しく検討してい
く必要がある。

Ⅴ．おわりに
　本研究では、地域福祉計画における事前評価に
位置づけられる地域診断に着目し、その指標開発
に向けた科学的知見を得ることを目的として、以
下の3点を検証した。①等価所得と主観的健康感、
幸福度との関連、②等価所得とソーシャル・キャ
ピタル指標（信頼、ネットワーク、規範）との関
連、③ソーシャル・キャピタル指標におけるネッ
トワークと主観的健康感、幸福度との関連。
　本研究の意義は、以下の 3 点である。①従来、
地域福祉分野において、所得格差に着目した実証
研究は限られているが、等価所得の側面からみれ
ば、所得格差が主観的健康感や幸福度、ソーシャ
ル・キャピタル指標に関与している可能性がある
ことを明らかにしたこと、②それらの影響経路の
解明については今後の研究課題であるが、所得の
観点から健康や幸福、ソーシャル・キャピタル指
標の実態について地域診断を行うことは、地域づ
くりにおいて、地域福祉推進の戦略を検討する際
のエビデンスにつながる可能性を示したこと、③
従来の先行研究において示されている、ネット
ワークの種類（水平型組織と垂直型組織）が健康
や幸福に及ぼす影響には差異がみとめられるとい
う知見に加えて、本研究では、水平型組織への参
加が主観的な健康度・幸福度に与える影響の大き
さは一律でなく所得によって異なる可能性がある
ことを明らかにしたこと。
　本研究の限界は以下の 3 点である。第 1 に、本
研究は横断研究であるため、因果関係を推定する
ことはできない。今後、縦断調査の実施や地域介
入研究（平井2010）によって継続的に解明してい
く必要がある。第 2 に、ソーシャル・キャピタル
や健康、幸福の測定方法は確立されておらず、今
回の分析で用いた各指標の信頼性と妥当性の検証

は十分にできていない。第 3 に、今回の分析に用
いたデータは無記名自記式質問紙調査による自己
申告値であり、さらに、回収率約 40%であるため、
本研究の結果にバイアスが生じている可能性があ
る。その点でいえば、本研究は、A 市における
等価所得と主観的健康感・幸福度、ソーシャル・
キャピタル指標の関連の「全体像」ではなく、「部
分像」を明らかにしたにすぎないといえる。今後、
対象者の拡大や他地域での調査を通してさらに検
証を進めていくことが求められる。これらについ
ては、今後の課題としたい。
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　本研究では、地域福祉計画における事前評価に位置づけられる地域診断に着目し、
その指標開発に向けた科学的知見を得ることを目的に以下の点を検証した。具体的に
は、A市におけるアンケート調査結果を基に、所得（等価所得）に焦点を当て、①等
価所得と主観的健康感、主観的幸福感（幸福度）との関連、②等価所得とソーシャ
ル・キャピタル指標（信頼、ネットワーク、規範）との関連について検証した。その
際、地域レベル（中学校区）の差異にも着目して検討した。また、地域福祉政策や実
践における今後の方向性を探るため、③ソーシャル・キャピタル指標における「ネッ
トワーク」に焦点を当ててそれらとの関連を検討した。本研究では等価所得とソーシャ
ル・キャピタル、主観的健康感の3者の間に何らかの関連があることが明らかになった。
一方、相互の因果関係については今後詳しく検討していく必要がある。

キーワード：地域診断,	等価所得,	ソーシャル・キャピタル,	主観的健康感,	主観的幸福感（幸福度）




